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【事業の目的・概要・対象】

【背景】

19,950 千円

22,400 ≫千円
国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 2,873 千円

一般財源 16,717 千円

担当課 農林水産振興課農業経営室 課長 室長　宮本　大輔

担当者 寳藏寺　和彦 問合せ先 0957-53-4111（内線472）

施策 1301
農業の生産性の向上と販路拡
大

≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　※　補正予算要求時は今回の補正予算額を除く。

　※　次年度予算要求時は次年度繰越額を除く。

事業名 農産物販売促進事業 現状維持 予算額

事業期間 平成15年度 ～ 令和4年度 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

　大村市が51%を出資する第3セクターとして㈱大村市総合地方卸売市場が平成7年7月に設置。多品目・大
量集荷を行い消費者への生鮮食料品の安定供給に努めてきたが、市場の売上高の落ち込みから、市場の経
営安定のための施策として、市場所有の土地を市が購入し地代を支払っている。市場の経営状況として
は、当初40億円規模を見込んでいた売上高も19～20億円と落ち込んでいる状況で、約190万の単年収益の中
にあって、平成29年度は定期預金1,500万円を取り崩し、修理工事の対応を余儀なくされた。平成30年度に
市が一部補助を行い修繕工事を実施したが、市場の存続を考えていくためには今後も市の支援が必要と
なっている。

　市場の経営安定のため、市場の取扱高の落ち込みによる経営不振を長期的に安定させることを目的に、
平成15年度に市が市場所有の土地を391,800千円で購入。令和4年度まで土地購入費の定額の支払いを行
う。（割賦払い）

　・土地購入費（債務負担）　19,590千円/年

　償還済高（令和３年度末）：372,210千円
　債務残高　　　　　　　　： 19,590千円

大村市総合地方卸売市場
（第三セクターによる公設市場）

＜土地＞ 市場の存続・経営安定のための
　　　　 　助成策として･･･

・H15年度　市が購入
　（H15～R4年度　市場へ市が支払う）

・地代の支払い



【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
R2

(実績)
R3

(計画)
R4

(計画)
R5

(計画)
H6

(計画)

市場の開設日数 目標値 日 262 262 262 262 262

市場の借入金（土地分）残高 目標値 千円 39,180 19,590 0 0 0

指標名 単位
R2

(実績)
R3

(計画)
R4

(計画)
R5

(計画)
H6

(計画)

市場の年間販売高 目標値 億円 19.4 22 22 22 22

目標値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 合計
事業費 19,590 19,590 22,400 19,590 0 0 81,170

国庫支出金 0
県支出金 0
地方債 0
その他 2,849 2,849 2,849 2,873 0 0 11,420

一般財源 16,741 16,741 19,551 16,717 0 0 69,750
人件費 436 436 509 509 509 509 2,909

職員(人) 0.06人 0.06人 0.07人 0.07人 0.07人 0.07人 0.40人
時間外勤務(h) 0h 0h 0h 0h 0h 0h 0h
嘱託員(人) 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人
フルコスト 20,026 20,026 22,909 20,099 509 509 84,079

妥当性
(市の関与)

　大村市総合地方卸売市場の建設資金返済により、卸売市場の経営安定及び存続をしていく
ために必要な助成策であり、食の安全を提供している「大村市の台所」とも言える卸売市場
を存続させるためには、市の関与は妥当である。

有効性
(施策貢献度)

　建設資金借入金の軽減が図られており、卸売市場の経営維持にとって大きく貢献。社会情
勢及び消費者志向の多様化により取扱高が減少傾向にあるが、借入金返済が軽減されている
という観点から経営の下支え効果の一端につながっており有効である。

効率性
(コスト)

　市による市場用地購入から複数年にわたる地代の支払いに関しては、債務負担に基づく支
払いのため、見直しの余地はない。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 1次評価のとおり


